
１．継続事業の前提に関する注記
該当なし

２．重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

(2）　棚卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法によっている。

(3）　固定資産の減価償却の方法
定率法によっている。

(4）　リース取引の処理方法

(5)　引当金の計上基準
特別手当引当金･･･職員に対して支給する特別手当の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上している。
退職手当引当金･･･期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

(6)　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　 該当なし
(7)　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

３．会計方針の変更
　 該当なし

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

６．担保に供している資産
　　該当なし

当該事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年4月11日、平成20年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用し
ている。

所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。

　　　合計 530,168,483 520,100,000 0

5,769,480
　　　小計 510,068,483 500,000,000 0 10,068,483

10,068,483

　退職手当引当預金
　特別手当引当預金 4,299,003 4,299,003
　投資有価証券 499,539,477 499,539,477
　基金引当預金 460,523 460,523
特定資産
　　　小計 20,100,000 20,100,000 0 0
　投資有価証券 19,979,200 19,979,200
　基本財産引当預金 120,800 120,800
基本財産

財務諸表に対する注記

科目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
(うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

460,523
499,539,477

4,299,003
767,794

142,786,815
5,769,480

510,068,483
530,168,483

0
139,868,021

満期保有目的の債券･･･償却原価法(定額法）によっている。ただし、取得価額と債券金額との差額について重要性が
乏しい場合は、取得価額によっている。

139,868,021

0

　　　合計

19,979,200
20,100,000

588,434
499,411,566

2,148,003

特定資産
　基金引当預金

基本財産
　基本財産引当預金

5,001,686　退職手当引当預金
　　　小計

　投資有価証券
　特別手当引当預金

　投資有価証券
　　　小計

507,149,689
527,249,689

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

127,911

00
0
0

120,800
19,979,200
20,100,000

0
0

120,800

139,740,110
0

139,868,021
2,151,000

142,786,815

5,769,480



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　車両運搬具（バネット）

　什器備品(絵画)
　什器備品(製氷機)
　什器備品(建物附属設備)

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
該当なし

９．債務保証等の偶発債務
該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

第158回利付国債
第158回利付国債
政府保証第343回日本高速道路保有・債務返済機構債券
北海道平成20年度第2回公債
広島市平成21年度第2回公債
第7回政保地方公共団体金融機構
370回大阪府公募公債
328回利付国債（10年）
第372回大阪府公債
第379回大阪府公債
神奈川県第205回公募公債（10年）
第403号大阪府公募公債
第334号利付国債

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　 該当なし

12．基金及び代替基金の増減額及びその残高
　 該当なし

13．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
該当なし

14．関連当事者との取引の内容
　 該当なし

15．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
　 該当なし

16．重要な後発事象
　 該当なし

１．基本財産及び特定資産の明細
　 基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載している。

２．引当金の明細

322,920                 242,190                 80,730                  

　　　合計 4,415,540              3,179,732              1,235,808              

取得価額科目
2,108,100              

100,060,000 103,510,000

種類及び銘柄

減価償却累計額 当期末残高
1,900,414              207,686                 

　車両運搬具（軽トラック） 874,520                 874,519                 1                          
155,859                 144,141                 300,000                 

時価

期首残高

特別手当引当金 2,148,003 2,151,000

6,750                    810,000                 803,250                 

評価損益

29,246,500
99,580,000

10,974,287 11,093,500 119,213
307,544

△ 374,778

56,122,000 1,262,800

330,000
255,600

54,859,200

帳簿価額

110,000,000
12,000,000

28,938,956
99,954,778

110,330,000
12,255,600

退職手当引当金 5,001,686 767,794 0
0

科目

　　　合計

当期減少額
目的使用 その他

当期増加額

16,478,400 334,56016,143,840
3,450,000

14,544,000 15,463,500 919,500
419,700

27,044,765 27,664,200 619,435

9,962,800 10,382,500

附属明細書

519,518,677 528,517,710 8,999,033

期末残高

5,769,480

485,459

4,299,003

19,979,200 20,849,200 870,000

15,056,851 15,542,310


